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序　　　　　文

国際協力事業団は、ルーマニア実施機関との討議議事録（Ｒ／Ｄ）などに基づき、ルーマニア灌

漑システム改善計画を平成８年３月から５か年間の計画で実施しています。

本プロジェクトの協力開始後３年目にあたり、事業の進捗状況及び現状を把握するとともに相

手国プロジェクト関係者及び派遣専門家に対し適切な指導と助言を行うことを目的として、当事

業団は、平成 10年 10月５日から 10月 17日まで国際協力事業団農林水産開発調査部次長　狩俣茂

雄氏を団長とする巡回指導調査団を現地に派遣しました。

本報告書は、同調査団によるルーマニア政府関係者との協議及び現地調査結果などを取りまと

めたものであり、本プロジェクトの円滑な運営のために活用されることを願うものです。

終わりに、この調査にご協力とご支援を頂いた内外の関係各位に対し、心より感謝の意を表し

ます。

平成 10年 11月

国際協力事業団
農業開発協力部

部長　戸　水　康　二
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１．巡回指導調査団の派遣

１－１　調査団派遣の経緯と目的

（1）要請の背景

ルーマニアは、国土面積（23万 8000km2）の 63％を農用地が占める農業国であるが、年間降

雨量は 400～ 600mmと少なく、６月～８月の夏期には降雨が全くないときもあるなど、水不足

は深刻である。そのため、同国では旧体制の時代から灌漑に対する認識が高く、ドナウ川沿

岸を中心に大規模農業に対する灌漑網が整備されてきた。しかし、完成した施設の維持管理

に関する認識の相違及びその後の経済状況の悪化から、導入された施設・装置は更新されな

いまま老朽化が進み、また、新しい施設や装置を導入することもできないため、灌漑の効率

が悪化している。

一方、1991年に発効した土地法により、集団化以前の旧地主に農地が返還され、土地の私

有化が進んでいるものの、農業経営上の理由から、耕作は今なお集団耕作体制が主で、個々

の農家が自立した経営を行うにはいたっていない。

こうした背景から、ルーマニア政府は 1994年４月 26日付で、灌漑システムの改善に関する

プロジェクト方式技術協力を要請してきた。

（2）要請から巡回指導調査団派遣までの経緯

1） 事前調査

1994年９月、国際協力事業団は要請の背景・内容などの詳細を確認するため事前調査団

を派遣し、ルーマニア側関係機関との協議及び農業事情調査を実施し、プロジェクト方式

技術協力の妥当性について確認した。

また、灌漑事業の研究、事業実施、管理及び研修にかかわる技術的効率の改善を目的に、

農業食糧省（ＭＡＦ）の土地改良局（ＬＲＤ）、農業工学研究所（ＩＣＩＴＩＤ）及び土地改良

事業基礎設計会社（ＩＳＰＩＦ）をカウンターパートとして、①灌漑システム②水管理③情

報システム④研修の４つを協力分野とすることで双方合意した。

2） 長期調査

1995年６月、長期調査員を派遣し、事前調査の補完として農業政策など灌漑農業を取り

まく現状の確認や協力内容の細目について詳細協議を行った。

この結果、ルーマニア側の関連組織が 1994 年９月末に大幅に改組され、①要請機関で

あったＬＲＤが土地改良公社（ＲＡＩＦ）になったこと、②これによりカウンターパート機

関の権限関係があいまいになるおそれがあること、などの問題が指摘された。
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3） 業務出張

1995 年８月、ＪＩＣＡ農業技術協力課長が出張し、プロジェクト実施機関間の連携体制、

管理監督にかかる各省の関与と責任などについて調整した。

4） 実施協議調査

1995 年 10 月、プロジェクトのフレームワーク（目的、活動、実施体制、責任分担など）を

確認し、農業食糧省次官との間で討議議事録（Recor of Discussions：Ｒ／Ｄ）に署名・交

換した。協議の結果、実施機関はＲＡＩＦ及びＩＣＩＴＩＤの２機関とし、事前調査時に

想定されたＩＳＰＩＦは、民営化されたことから実施機関とはしないこととした。プロ

ジェクトサイトはブカレストのＲＡＩＦ本部及びジュルジュ灌漑地区である。（プロジェク

トダイレクターは食糧農業省次官、ＲＡＩＦ総裁がプロジェクトマネージャー、ＩＣＩＴＩＤ

所長が同副マネージャー、ＲＡＩＦ副総裁が同コーディネーターとした）

また、暫定実施計画（Tentative Schedule of Implementation：ＴＳＩ）は、専門家着

任後、ルーマニアの諸状況を見つつ、カウンターパートと十分協議してから策定すること

とした。

5） 計画打合せ調査団

1997 年７月、計画打合せ調査団を派遣し、プロジェクトの実施体制、調査時点での問題

点などについて確認を行うとともに、Ｒ／Ｄのマスタープランに基づきＴＳＩを作成

し、ＲＡＩＦ及びＩＣＩＴＩＤと署名・確認した。

（3）巡回指導調査団の目的

1996 年３月のプロジェクト開始から約２年半が経過し、協力実施期間の折り返し地点にあ

たることから、Ｒ／Ｄ及びＴＳＩなどに基づきプロジェクトの進捗状況を把握・評価し、計

画内容の軌道修正の必要性や実施体制の問題点などを指摘し、今後の協力過程におけるプロ

ジェクトの運営をより適切なものとすることを目的として実施する。

１－２　調査団の構成

氏名 担当分野 所　属

1 狩俣　茂雄 総括 ＪＩＣＡ農林水産開発調査部次長
2 加藤　　孝 圃場灌漑 農林水産省構造改善局建設部設計課海外技術調整係長
3 高橋　定行 圃場水管理 水資源開発公団利根導水総合事業所第二調査設計課課長

4 溝下　康之 配水施設 農林水産省九州農政局土地改良技術事務所次長

5 岩谷　　寛 技術協力 ＪＩＣＡ農業開発協力部農業技術協力課課長代理
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１－３　調査日程

期間：1998 年 10 月５日（月）～10 月 17 日（土）

日順 月日 行程 宿泊地 調査内容

東京　10：45発（NH285）

→ウィーン16：10着

ウィーン　1 3：3 5 発

（OS841）→ブカレスト

16：15着

ブカレスト 14：50 発

（AF1889）

→パリ16：55着

パリ20：00発（NH206）

→東京　14：25着

（岩谷のみ）

ブカレスト 16：20 発

（BA2895）

→ロンドン　18：00着

団内打合せ

 9：00 ＪＩＣＡオーストリア事務所挨

拶・打合せ

 9：30 ＪＩＣＡルーマニア駐在員事務

所長挨拶・打合せ

10：30 在ルーマニア日本大使館（小山

大使）表敬

14：00 土地改良公社（ＲＡＩＦ）総裁

表敬

16：30 農業アカデミー表敬（ＩＣＩＴＩＤ

所長同席）

現地調査（ＩＣＩＴＩＤ、ＲＡＩＦジュル

ジュ事務所、アソシエーション、モデル地

区など）

ＲＡＩＦ主催夕食会（農業食糧省次官出席）

（終日）専門家チームと協議、分野別協議

資料作成

資料整理
 9：30 専門家チームと協議

11：00 農業食糧省次官表敬（ＲＡＩＦ

総裁同席）

（午後） 分野別協議

10：00 合同協議

（午後） 専門家チームと協議

10：00 合同協議
 9：30 合同協議　13：30　ミニッツ署

名式

（午後） 現地補足調査（加藤、高橋、溝

下団員）

10：00 ＪＩＣＡ駐在員事務所長報告

11：00 大使館報告（西村公使）

（岩谷のみ）17：00　世銀事務所訪問
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１－４　主要面談者

〔ルーマニア側〕

（1）農業食糧省（Ministry of Agriculture and Food;ＭＡＦ）

次官 Mr.Adrian Dobrescu ：プロジェクトダイレクター

（2）土地改良公社（Regie Autonome for Land Reclamation;ＲＡＩＦ）

総裁 Mr.Valentin Apostol ：プロジェクトマネージャー

副総裁 Mr.Romica Condruz ：プロジェクトコーディネーター

技術部長 Ms.Adriana Hogea （Strategy and Development Division）

技術部長 Ms.Gabriera Suciu （Land Reclamation Operation Division）

国際協力課長 Mr.Dragos Razvan Ivanescu（International Coop. Division）

技師 Mr.Petru Gheorghe ：圃場灌漑Ｃ／Ｐ

技師 Ms.Manuela Hanganu ：圃場水管理Ｃ／Ｐ

技師 Dr.Stefan Galca ：配水施設Ｃ／Ｐ

ジュルジュ支所長 Mr.Irinobich

ジュルジュ支所ダイア事務所

民間営農組織（Rostar Association）

（3）農林業科学アカデミー（Academy of Agricultural and #Forestry Sciences）

Scientific Secretary

Mr.Stelian Carstea

Res.Inst. for Science and Agrochemistry

Dr. Andrei Canarache

（4）農業工学研究所（ＩＣＩＴＩＤ）

所長 Dr.Ovidiu Draganescu ：副プロジェクトマネージャー

副所長 Dr.Gheorghe Crutu ：圃場灌漑Ｃ／Ｐ

〔日本側〕

（1）在ルーマニア日本大使館

特命全権大使 小山　嘉昭

公使 西村　舜治

一等書記官 城守　茂美
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専門調査員 大内　真理子

（2）ＪＩＣＡ駐在員事務所

所長 大久保　宏明

（3）灌漑システム改善計画

リーダー 安養寺　久男

業務調整員 森下　耕自

圃場灌漑専門家 金森　秀行

圃場水管理専門家 合屋　善之

配水施設専門家 青山　光生

〔そのほか〕

（1）世銀ルーマニア駐在事務所

Project Officer Mr.Gabriel Ionita

（2）ＪＩＣＡオーストリア事務所

所長 渡部　義太郎

１－５　調査方法及び調査事項

（1）調査方法

以下により調査を行い、結果をミニッツに取りまとめる。

・プロジェクトからの事前送付資料、四半期報告書、専門家報告書などの資料分析

・現地調査時のルーマニアとの合同評価協議

・現地調査（関係機関及び営農組織からのヒアリング、圃場調査など）

（2）調査項目

1） プロジェクトの進捗状況

a.上位計画との整合性

b.案件目標（プロジェクト目標）達成の見込み

c .アウトプット目標達成の見込み

－「圃場灌漑」「圃場水管理」「配水施設」の各分野について、活動の現状・問題点及び計画

達成度の把握と評価を行う。
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d .インプット目標達成の見込み

2） 軌道修正の必要性

a.開発目標に係る軌道修正

b.案件目標（プロジェクト目標）の軌道修正

c .アウトプットの軌道修正

－「圃場灌漑」「圃場水管理」「配水施設」の各分野について、上記（1）を踏まえて修正内容

などを取りまとめる。

d.インプットの軌道修正
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２．要約

本巡回指導調査団は1998 年 10 月６日から同16 日までルーマニアに滞在し「ルーマニア灌漑シス

テム改善計画」に係るプロジェクトの進捗状況を、討議議事録（Ｒ／Ｄ）及び暫定実施計画（ＴＳＩ）

などにそって把握するとともに、プロジェクト活動をより適切な内容にするための中間評価を

行った。調査・評価結果はミニッツ（付属資料１．）に取りまとめ、日本・ルーマニア両国政府に

報告した。

調査・評価結果のあらましは以下のとおりである。

（1）プロジェクトは、圃場灌漑、圃場水管理、配水施設の３分野とも、ルーマニアの厳しい農

業情勢のなかでおおむね計画どおり進捗して、①土壌水分測定方法やそのコンピューターに

よる解析方法の確立、②デモンストレーション圃場への新たな灌漑器具の導入、③配水シス

テムの基本的な改善計画の提案など、次第に成果を上げている。

（2）この過程で、派遣専門家とルーマニア側実施機関の相互理解が深まりつつあり、一方では、

社会主義時代の官僚制度の悪弊から脱して、意欲と自信を持ったカウンターパート（Ｃ／Ｐ）

も育ってきた。

（3）プロジェクトの運営については、実施機関である土地改良公社（ＲＡＩＦ）と農業工学研究

所（ＩＣＩＴＩＤ）の役割分担を明確にする必要があった。このため、今後のプロジェクトサ

イトはジュルジュ灌漑地区のデモンストレーション圃場に重点を置き、ＩＣＩＴＩＤの試験

圃場での活動は必要最小限にすることを、ミニッツで明確にした。

（4）ミニッツでは、プロジェクトの主体はあくまでルーマニア側であることが明確にされ、プ

ロジェクト終了後も技術や施設を適切に継承管理していく責任がルーマニア側にあることも

確認された。

（5）プロジェクトで開発された技術の利用者は、第一義的にはＲＡＩＦとＩＣＩＴＩＤの現場

技術者であるが、今後ルーマニアで、有力な農業生産組織となるポテンシャルを持つ「アソシ

エーション」を利用者と想定することについても、ルーマニア側の了解が得られた。

（6）プロジェクトの経済性と有効性を分かりやすく説明する経済分析手法の短期専門家や、作

物選択に係る短期専門家の派遣も、検討に値しよう。
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３．プロジェクト実施上の諸問題

３－１　プロジェクトの進捗状況と問題点

３－１－１　プロジェクトの概要

（1）Ｒ／Ｄなどの署名日：1995年 10月 25日

（2）協　　力　　期　　間：1996年３月１日～ 2001年２月 28日

（3）プロジェクトサイト：ヘッドオフィス＝土地改良公社本部（ブカレスト）

サイトオフィス＝農業工学研究所（ジュルジュ）

（4）相手国実施機関：農業食糧省、土地改良公社（ＲＡＩＦ）、農業工学研究所（ＩＣＩＴＩＤ）

（5）日本側協力機関：農林水産省

（6）案件目標と期待される成果（アウトプット目標）：

「灌漑事業の調査研究、実施、運営及び管理にかかわる効率の改善とこれらにかかわる研

修を行う」ことを案件目標（プロジェクト目標）とし、具体的な成果（アウトプット目標）と

して次の５点を掲げている。

1） 基幹用水機場から開水路を通って加圧機場までの区間の効率が改善される。

2） 加圧機場から末端の給水栓までの区間の効率が改善される。

3） 給水栓から灌漑水が作物根に吸収されて消費されるまでの区間の効率が改善される。

4） 灌漑効率の改善方法が研修を通じて普及される。

5） 効果的な灌漑計画を支援する情報システムの改善がなされる。

（7）協力活動内容：

1） 圃場灌漑........... ①灌漑計画諸元の測定、②灌漑方法の設計と適用の改善、③研修の改善

2） 圃場水管理....... ①灌漑スケジュールの改善、②運営手法の改善、③研修の改善

3） 配水施設........... ①配水施設の改善、②技術情報システムの改善、③研修の改善

（8）日本側の投入：

1） 専門家派遣

・長期 ....... リーダー 安養寺　久男 1996.４ .１～ 1999.３ .31

　　　　　　　業務調整 加藤　憲一 1996.３ .17～ 1998.５ .16

　　　　　　業務調整 森下　耕自 1998.５ .６～ 2000.５ .５

　　　　　　圃場灌漑 金森　秀行 1996.４ .１～ 1999.３ .31

　　　　　　圃場水管理 合屋　善之 1996.６ .20～ 1999.６ .19
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　　　　　　配水施設 菊池　一雄 1996.６ .20～ 1998.６ .19

　　　　　　配水施設 青山　光生 1998.６ .13～ 2000.６ .12

・短期 ...............（平成９年度）末端灌漑機器、圃場水管理操作、開水路漏水防止、情報制

御システム、ポンプ制御、末端流量測定機器、（10年度；計画含む）末端

流量測定機器開発、圃場水管理操作、開水路漏水防止対策、情報伝達・

制御システム導入、ポンプ機場保守管理、設計

2） 研修員受入れ　毎年１～２名程度、圃場整備、水管理等の分野

3） 機材供与（平成８年度）4139万 6000円、（同９年度）3829万 9000円、（10年度；計画含

む）2900万円

4） モデルインフラ整備

（10年度計画）3334万 4000円（※供与機材費で対応の予定）

（9）他の経済・技術協力との関係：

本プロジェクトは、農業食糧省の「灌漑排水 10か年計画」（世銀の資金援助によって英国

コンサルタントと土地改良事業基礎設計会社が作成）に基づいている。

３－１－２　現状及び問題点

（1）当初の位置づけ及び現状

旧体制下で建設された灌漑施設が、完成した施設の維持管理に関する認識の相違と、近

年の経済状況悪化により更新されないまま老朽化が進んでいること、及び、1991年の「土

地法」制定後、旧土地所有者への農地返還が促進された結果、土地の私有化に伴う土地利用

の多様化が進んでおり、個々の農家の営農計画に対応した灌漑システムの運用が必要と

なっているが、従来の大規模農業向けに設計されたシステムではこのニーズに応えられな

い状況にあることなどにより、灌漑効率は著しく低下している。

本プロジェクトは、これらの状況に対し、灌漑に係る個別技術の開発をめざすものでは

なく、個々の農家の営農計画に対応した灌漑効率を改善するための技術全般（ハード及びソ

フト）を協力対象としたものである。

また、本プロジェクトは、世銀の協力により策定された、総合的な灌漑システムの再整

備計画である農業食糧省の「灌漑排水10か年計画」を上位計画とし、中心的な責任実施機関

である土地改良公社（ＲＡＩＦ）及び農業工学研究所（ＩＣＩＴＩＤ）の人材養成を通じて、

農家及び農民組織に対する研修の改善を含む実施機関の能力向上をめざして開始された。

しかしながら、現在のところ、「灌漑排水 10か年計画」は財源確保の目途が立たないこと

から、全く実施されていない。また、これまでの各調査団の指摘やプロジェクトからの報
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告では、急激な経済改革、組織体制改革のなかで、いかなる農家組織を形成していくのか、

国として強力に組織化を進めるのかあるいは農家側の自発的な発展に任せるのかといった

方針が不明であること、ＲＡＩＦの各事業体に対する命令・監督権限が確立されていない

こと、ＲＡＩＦなどの実施機関自身も民営化し加圧機場以下の施設は民間組織に移管する

ことが検討されていること、など不透明な要素が極めて多い。

（2）問題点

計画打合せ調査団は、これらの状況を踏まえて、本プロジェクトの位置づけを、「農業施

策の影響を受けるマクロな意味での灌漑効率の改善とは切り離して、技術面で可能な改善

効果に主眼をおいて対応すべきである」として、暫定実施計画を策定したが、その後も上記

の灌漑農業を取り巻く問題はさらに悪化している一方、ルーマニア側のプロジェクト責任

者の頻繁な交代、カウンターパート（Ｃ／Ｐ）人事の硬直・能力不足、実施機関間の連携の

非効率さなど、プロジェクト実施体制についても依然として問題が多い。

Ｃ／Ｐに対する技術移転で成果を上げたとしても、その成果を実施機関として誰に（何

に）対してどう活用するのかが見えにくい状況――つまり、自立発展性の見通しが見えにく

い状況にある。

さらに、1998 年９月１日付の公電によれば、ルーマニア政府はＲＡＩＦを全国土地改良

会社に編成替えする法案を採択したという。

３－２　調査の対応方針

調査は、以下の対応方針に基づいて行われた。

（1）本プロジェクト位置づけの再確認

民間営農組織を末端水管理の主体として技術移転を行うことを基本に、本プロジェクトが

農業政策上果たすべき役割について確認する。

（2）各分野の活動内容の絞り込み

本プロジェクトの活動は、「施設及びシステムの一つの改善モデルとして、デモンストレー

ション圃場にいたる開水路系のポンプと流況制御施設を整備する」ことで終了させることと

し、これに合わせて各分野の活動内容を更に絞り込み、かつ各活動項目の到達目標を明確に

設定する。

また、ＲＡＩＦとＩＣＩＴＩＤの課題分担について明確にする。

（ＩＣＩＴＩＤにおける活動内容及び投入はできるだけ最小限に絞り込むこととする。）
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（3）実施体制の修正・確認

プロジェクト前半で、基本的な技術移転活動がある程度達成されつつあると判断できる

ＩＣＩＴＩＤについては（主な機材供与などの投入も終了）、今後は分担内容を整理・縮小し、

現在日本側が多大なエネルギーをさいている実施機関間の連携促進のための労力を軽減し、

実施の効率性を確保する。

また、ＲＡＩＦ支所及び民間営農組織の役割を確認し、それらのプロジェクトにおける位

置づけを明確にする。

（4）自立発展性の見通し

体制改革、市場経済化進展のなかで、プロジェクトを取りまく今後の社会経済及び政策の

方向性について把握する。

（5）ＲＡＩＦの民営化について

プロジェクトの成果の公共性及び波及効果を確保するために、民営化後も農業食糧省が監

督権を保有することが必要になると思われる。

現段階では、民営化についてまだ決定されたものではなく、また、その内容が明らかにさ

れていないが、ＲＡＩＦの改編（民営化）にかかる情報を可能な限り収集する。
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４．調査の総括

４－１　ルーマニア農業の現状

（1）高いインフレ下の経済

ルーマニアでは、1989 年に共産党独裁体制が崩壊し、公選の大統領の下で市場経済への道

を歩み始めたが、国有企業の民営化を初めとするさまざまな政策は必ずしも順調に実行され

ず、非効率な政府部門が温存されるなかで、財政赤字が膨らんだ。この結果、消費者物価の

上昇率は1993 年には年間256％と極めて高くなった。その後、各種インフレ抑制策により1995

年、1996 年にいったんは30％台まで低下したものの、1997 年には再び155％を記録している。

また、対外債務の累計も増加していることから、ルーマニア政府はＩＭＦの構造調整借款を

受け入れ、国有企業の民営化や規制緩和、輸出規制などの廃止を打ち出した。1998 年に入り、

インフレ率はやや低下しつつあるものの、経済成長がマイナスを記録し、失業問題も起こっ

てきているのが現状である。

（2）厳しい農業情勢

1991 年の土地法の施行以来、農地の民営化は急速に進み、1996 年現在で80％が民有地となっ

た。しかしながら、以下の問題により、農業の生産性は極めて低いものにとどまっている。

第１には、今回の農地の民営化が、１農家あたり 10ha を上限としたため、厖大な零細農家

が一度に出現したことである。これらの零細農家の耕作には、それまで大規模な集団農場に

おいて使用されていた農業機械は適さず、更に共産主義時代の集団化政策への反発から、機

械利用組合などの協同組合の結成には極めて消極的であることから、蓄力や人力による耕作

に逆戻りしている地域も多くなっている。

第２は、農地が民有化されたといっても、政府内部の手続きの遅延から仮の所有となって

いること、あるいは所有権や耕作権の移転が禁止されているため、土地に対する投資が行わ

れず、また意欲があっても担保能力がないことなどから、資金が得られないのが現状である。

第３は、主として畜産を営む国営企業の民営化の遅延である。これらの企業は、極めて効

率が悪く、農業補助金の大半を消費しているにもかかわらず、その生産量は急激に減少して

いる。

このように生産性の低い農業が営まれている結果、主要な産物である小麦は国際競争力を

失い、豊作でも輸出できないのみならず、関税の撤廃に伴って輸入が増加するという事態に

までいたっている。また、トウモロコシや大豆についても、主たる需要先である畜産国営企

業の経営不振がこのまま続くとすれば、売却ができなくなってくるおそれが十分ある。
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（3）灌漑施設の利用効率の低下

このような農業の情勢下にあって、灌漑施設の利用効率は大幅に低下している。

第１には、営農組織であると同時に灌漑組織でもあった協同組合農場の消滅により末端灌

漑施設の利用が不可能となったためである。灌漑は大部分がスプリンクラーにより行われて

いたが、末端の加圧機場の支配面積は 1000ha 以上あり、灌漑組織がない以上、１農家当たり

４～５ ha の農家にとっては、これを使っていくのは不可能な状況である。

第２には、器具の故障、盗難である。スプリンクラーはルーマニア製で性能が悪く故障が

多いうえ、移動式であるため、その多くが経済混乱のなかで盗難に遭い、使用が困難になっ

ている。

第３には、灌漑費用に見合う収益が確保されていないことである。前記のように低い生産

性のため水利費用を負担してまで灌漑を行う意欲が農家にない状態である。特に、水利費用

は３割は前払いが必要であり、資金力のない農家には負担しがたいのが実情である。

したがって、約 300 万 ha といわれた灌漑可能面積のうち、実際の利用はその１～２割程度

と見られており、非効率な状況にある。

４－２　これまでのプロジェクト活動とその評価

（1）プロジェクトの運営

これまでプロジェクトの運営上最大の問題は、英語によるコミュニケーションが可能で技

術的にも優れ、将来本プロジェクトで得た知識、技術を継承発展させていく主体となるべき

カウンターパート（Ｃ／Ｐ）職員が配置されないことにあった。これらの原因としては、①土

地改良公社（ＲＡＩＦ）や農業工学研究所（ＩＣＩＴＡＤ）の幹部が機材供与のみに関心があっ

たため、本プロジェクトがルーマニア側において主体的に運営されるものであることを理解

しなかったこと、②ルーマニアでは大規模な灌漑施設を短期間に完成しており、技術者のレ

ベルは総じて相当高いという自負心があったが、現状の技術者のレベルを幹部が把握してお

らず、適切な人材を選定できなかったこと、③政府の予算の削減が行われるなかで、優秀な

人材の流出が起こっていたこと、④組織としてあるいは個人として社会主義時代の官僚制度

の悪弊である責任回避、消極性が強く残っており、新たな状況への対処が困難であったこと

などがあげられる。

これらの問題に関しては、現段階においても必ずしも十分解決されておらず、会議に出席

するだけ、遅刻ばかりする、新たな考えを打ち出せないといった問題が専門家から提起され

ている。

一方で、大きな前進も見られている。１つは、意欲と自信を持ったＣ／Ｐが出現している

ことである。従来、ＲＡＩＦやＩＣＩＴＩＤの幹部が出席する会議の場で、Ｃ／Ｐ職員が発
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言することは皆無であったとのことであるが、今回の合同協議においては、幹部発言の補足、

当方発言への対案の提起、さらには幹部発言を訂正する場面さえ見られたことは、特筆すべ

きことと言えよう。これは、専門家とともに行っている現場レベルのさまざまな活動を通じ

て、灌漑の現状を正確に把握することにより、実行すべき対策について幹部以上に適切な提

言が可能であるとの自信を持ってきたためと見られる。

２つ目は、ＲＡＩＦやＩＣＩＴＩＤの幹部と専門家との相互理解が深まってきていること

である。供与機材による試験・観測の充実やポンプの補修などに対する評価はもちろん、こ

れまでほとんど知る機会のなかった現場の業務の状況が専門家との共同活動を通じて把握で

きるようになったことなど、本プロジェクトが日本側の興味だけで行われているものでない

ことがようやく理解されてきたと言ってよい。ミニッツの協議にあたり、「適切なＣ／Ｐの配

置」という項目については大きな抵抗を示したものの、その重要性を理解し、今後とも十分協

議を行っていくと約束して専門家側も納得したことは、相互信頼が醸成されている証左と考

えられる。

（2）各活動の進捗状況

1） 圃場灌漑

供与したテンシオメーターや気象観測機器を使用して圃場灌漑の基礎データを収集する

とともに、安価な流量計測装置を制作し圃場での実験を行った。この結果、土壌水分測定

方法やそのコンピューターでの解析方法が確立されるとともに、この流量計測装置の有効

性が確認された。

業務はおおむね計画どおり進捗している。

2） 圃場水管理

現在行われている灌漑スケジュールや圃場に配管された施設の状況について調査すると

ともに、デモンストレーション圃場にリールホース式の灌漑器具を導入した。その結果、過

去に計画された灌漑スケジュールは、ほとんど採用されていないこと、器具はウオーター

ハンマーやエアハンマーにより破損が著しいことがわかった。業務はおおむね計画どおり

進捗している。

3） 配水施設

既存の配水システムを調査すると共に、灌漑効率や安全性を考慮した自動制御装置の計

画を行った。その結果、これらのシステムの基本的な改善計画を提案することができた。な

お、気象条件もあって、一部の活動スケジュールを延長することとした。
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４－３　今後の活動計画と達成目標

（1）プロジェクトの運営

今後のプロジェクト運営にあたっては、まずカウンターパート機関であるＲＡＩＦ

とＩＣＩＴＩＤの役割分担を明確にすることとした。これまで、運営上の問題として両者の

確執が深刻であり、その調整に専門家は多大な労力を注いでいた。特に資機材の導入にあ

たっては、その調整が極めて困難であった。

今後プロジェクトサイトはジュルジュのデモンストレーション圃場に重点を置くこととし、

ＩＣＩＴＩＤの試験圃場での活動は必要最小限なものとするとの方針の下に、ＲＡＩＦと

ＩＣＩＴＩＤの役割分担をミニッツで明確にしたものである。なお、Ｃ／Ｐ職員については

なお不満な点もあるが、現在まで築かれた専門家とルーマニア側の幹部との信頼関係にかん

がみ、必要な話し合いが適宜なされるものと期待される。

また、今後の詳細な活動や達成目標については、プロジェクトの主体があくまでルーマニ

ア側にあるという原則から、今後専門家との間でこれらをつめ、11 月中にＪＩＣＡ本部に送

付することとした。この原則は、調査期間中何度も確認しており、また今後プロジェクトの

終了後も得られた技術や施設を適切に継承管理していく責任がルーマニア側にあることも合

わせて確認された。

なお、プロジェクトの達成目標は灌漑効率の向上にあるが、その具体的な形としては、開

発された技術が単に有効であるというのにとどまらず、その技術の採用がどれだけの経済的

利益をもたらすかを定量的に示す必要があることも確認された。こういった検証は、プロ

ジェクトの成果の継続性という面でも極めて重要なものである。

さらに、開発された技術の利用者としては第一義的にはＲＡＩＦとＩＣＩＴＩＤの現場技

術者であるが、それを適応した受益者としては今後有力な農業生産組織の一形態になると見

込まれるアソシエーションを想定しておくことで、ルーマニア側とも了解が得られている。

農地の賃貸借や売買が全面的に解禁になっていない現在、アソシエーションは必ずしもすべ

て合法的なものでなく、また、農業食糧省として20ha ～ 30ha の農地を持つ家族経営農家の育

成も検討しているとのことであるが、今後プロジェクトの終了までにそのような農家群が多

く生まれるという状況は考えがたいこと、それらが連合して水利組合を結成し灌漑を行う主

体となることは更に時間を要すると思料されることから、唯一生産性の高い農業の担い手と

してのポテンシャルを有しているアソシエーションをターゲットとするものである。

（2）今後の各活動

1） 圃場灌漑

作物ごとの水の必要量についてのデータ解析を行い、コンピューターを使用したスプリ



- 16 -

ンクラー灌漑方法を検討すると共に、制作した流量計測装置の耐久性や経済性の評価を行

う。これらの活動を通じて、テンシオメーターやコンピューターを使った作物用水量決定

方式が確立されると共に、アソシエーションの農家に適合した経済的なスプリンクラー灌

漑方法が確立されることとなる。これらの技術は研修を通じてＲＡＩＦの現場技術者やア

ソシエーションの農家に伝えられることとなる。

2） 圃場水管理

リールホース式の灌漑器具の経済性や適応性を分析するとともに、圃場灌漑システムか

らの漏水減少方法を確立し、デモンストレーション圃場で安全かつ効果的なシステムの操

作方法を確立する。これらの活動を通じて、アソシエーションや農業者グループに適した

リールホース式灌漑方法が確立されるとともに、経済性のある漏水防止対策が開発される。

これらの技術は、研修を通じてＲＡＩＦの現場技術者やアソシエーションの農家に伝えら

れることとなる。

3） 配水施設

既存の配水システムにかかる搬送ロスを調査し対策検討を行うと共に、自動運転やモニ

タリングについて検討し、経済的で安全な操作という点からの評価を行う。これらの活動

を通じて、水路のライニングについての費用対効果の分析が提案されるともに、エネル

ギー効率と安全面で優れたシステムの操作方法が提示される。これらの技術は、研修を通

じてＲＡＩＦの現場技術者に伝えられることとなる。

４－４　提言

（1）到達目標の一層の明確化

今回の調査を通じて、それぞれの活動における到達目標の具体化が図られたが、今後はそ

の一層の明確化を図る必要がある。ルーマニアにおける経済状況や農業の現状からみて、小

規模で効果の発現の早い投資以外は実現性がなく、プロジェクトを意義あるものにするため

には、そういった技術を開発提示することが必要である。したがって、長期専門家の活動に

あたっては、その点に一層注意を払うと共に、成果のまとめの段階で経済性と有効性がわか

りやすく説明できるものとなるよう、経済分析手法に関する短期の専門家の助力を得ること

も一案と考えられる。

（2）作物選択に係る調査

現段階で灌漑されている作物としては、トウモロコシ、大豆、ヒマワリが代表的なものと
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なっているが、これらの作物が将来的にも採算性を持った作物であるか否かは予断を許さな

い状況である。プロジェクトで開発された技術は必ずしも作物の変化に対応できないという

ものではないが、ある程度想定可能なものであればあらかじめ考慮しておくことが、ルーマ

ニア側としても技術普及がしやすくなると思料されることから、短期専門家の派遣も検討に

値する。

（3）Ｃ／Ｐ職員の参画の促進

前述のように、Ｃ／Ｐ職員のなかには、積極的な活動をするものも出ていることであり、こ

れを一層促進するためにインフォーマルな形においても関係組織幹部との協議の場を多く設

定し、Ｃ／Ｐ職員に積極的な対応をさせていくことが重要である。そのうえで、更に詳細な

技術の習得を促すことがプロジェクトのサステナビリティにつながっていくものである。
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５．分野別の活動状況と評価

５－１　圃場灌漑分野

（1）本分野の概要

本分野は、灌漑理論を適用した灌漑時期の判定と適正な灌漑水量の算定及び適正な灌漑機

器の選定による灌漑効果の実証展示と灌漑効率の改善を目的としている。

また、効率的な灌漑手法の普及を図るとともに、料金徴収の信頼性を高めるための、安価

で実用的な流量計の開発に係る活動も目的としている。

ＴＳＩに基づく、実施課題を具体的に示すと下記のとおりである。

1） 灌漑諸元の評価

a.既存灌漑諸元の把握と検討、

b.計器蒸発散量による現行の灌漑判定方法の評価と改善、

c .土壌水分収支による灌漑判定方法の検討と改善、

d.改善した方法の現地適用。

2） 灌漑方法の設計と適用の改善

a.既存の灌漑システムに整合する灌漑機器の選定と水利特性の把握、

b.選定した灌漑機器による末端灌漑施設の設計方法の確立

c .既存の灌漑システムに整合する流量測定方法の選定とその適用性の検討、

d.灌漑機器と流量測定機器の現地適用。

3） 圃場灌漑研修の改善

a.マニュアル及び研修計画の作成、

b.研修の実施。

（2）進捗状況と今後の実施方針

これまでの進捗状況は、全体として、1997 年の異常な多雨による無灌漑、コミュニケーショ

ンの十分可能なカウンターパート（Ｃ／Ｐ）の不足、土地改良公社（ＲＡＩＦ）及び農業工学研

究所（ＩＣＩＴＩＤ）の活動分担の不明確さなどのために、若干遅れはあるものの、ほぼスケ

ジュールどおり進んでいるといえる。

また、これまでの活動結果は、着実に技術移転に資するレポートなどという形で残されて

おり、さらには、これをワークショップに使用するなど、明らかにＣ／Ｐ及びアソシエーショ

ンなどのファーマーに技術移転されているといえる。

具体的な各実施課題ごとのこれまでの進捗状況は下記のとおりである。
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1） 灌漑諸元の把握と検討

a.既存灌漑諸元の決定方法

・灌漑諸元に関して外国文献（日本、アメリカ及びＦＡＯ）との比較検討を行い（多少の相

違は見られるものの基本的にＦＡＯの方法に類似していることが確認された）、専門家が

レポート（ＤＲＡＦＴ）として取りまとめている。

・テンシオメーターを用いた調査としては下記を実施している。

ア）圃場容水量試験：２か年間（1996、1998 年、1997 年は異常な多雨のため実施不可）の

データ（pF 値）収集が行われ、結果として、同水量のpF 値として1.3～ 1.4が得られて

いる。また、データ処理に係るコンピュータープログラム（ルーマニア語版）も開発さ

れている。

今後は、データの整理・分析を行い、諸元の見直しなどに係る方策を検討していく

予定である。

イ）土壌水分調査など：土壌水分変動調査が 1996、1998 年に、土壌硬度調査（根群分布

データ収集を含む）は1996 ～ 1997 年に、灌漑開始水分点と消費水量実態調査が1997 年

に、土壌水分特性調査（1997 年は試料採取のみ）が1998 年に、それぞれ実施され、デー

タの収集が行われている。これまでの調査結果としては、根群域がルーマニア国技術

書のものよりも浅いことが推察されており、現場への適用にあたっては修正して用い

る必要があることが判明している。

今後は、データの整理・分析を行い、諸元の見直しなどに係る方策を検討していく

予定である。

b.計器蒸発散量による現行の灌漑判定方法の評価と改善

・大型蒸発計クラスＡパン（従前よりルーマニアで使用、5000ha に１か所設置）と小型蒸発

計（日本から供与）によるデータ収集を 1998 年、（1997 年は異常な多雨のため実施不可）

に実施しており、また、Ｃ／Ｐが相関関係分析に係るプログラムを作成している。今後

は、データの整理・分析を行い、両パンの相関関係の把握及び小型パンの単位点数（密度）

の検討と現地製の小型パンの普及などに係る方策を検討していく予定である。

c .土壌水分収支による灌漑判定方法の検討と改善

・大豆とトウモロコシの土壌水分収支に係るデータ収集を1998 年（1997 年は異常な多雨の

ため実施不可）に実施している。

今後は、両作物のデータ整理・分析・比較検討を行ったうえで、更に補完的なデータの

収集を行う予定である。

d.改善した方法の現地適用

・上記a.～ c.の検討結果を踏まえ、今後は測定結果から得られる適性灌漑水量の現地適用
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を行い、現行の灌漑判定方法の改善策を策定する予定である。

2） 灌漑方法の設計と適用の改善

a.既存の灌漑システムに整合する灌漑機器の検討と水利特性の把握

・ルーマニア製スプリンクラー２種（ASJ-1M、ARM-6）と外国製スプリンクラー２種

（ＢＡＵＥＲ社製、ＲＯＬＬＡＮＤ社製）、計４種類について1996 ～ 1997 年にかけて散水

性能試験の実施と水利特性の把握を行っている。

今後は、更に１種類の外国製機器について上記と同様の調査を実施する予定である。

b.末端灌漑施設の設計方法の確立

・散水性能試験データを分析するため、コンピュータープログラム開発のためのプログラ

ミング方法（BASIC 言語による）の技術移転を現在、Ｃ／Ｐに対して実施中であり、今後

も協力期間終了まで引き続き継続していく予定である。

・末端施設の流量と圧力分布の測定を 1998 年から行っており、同時にルーマニア国基準書

による設計値との比較・検討も1998 年度末終了をめどに現在、実施中である。

c .既存の灌漑システムに整合する流量測定方法の検討とその適用性の検討

・フランス製流量計（φ 100）、ルーマニア製流量計（φ100）、ルーマニア製流量計（φ 20、

バイパス方法）の計３種類の流量計についての特徴及び性能比較を行い、また、流量計設

置のための給水栓と継手の部分の設計及び製作手法に係る技術指導をＣ／Ｐに対して実

施している。

・流量計の開発に関し、末端灌漑機器短期専門家（西山教授：山口大学）の助力を得てバイ

パス流を応用した流量測定方法の基礎理論を、ワークショップで紹介している。さらに

は、これをＲＡＩＦ及びＩＣＩＴＩＤの技術者に広く理解してもらうために、基礎理論

に係るビデオも作製している。

・上記理論を理解のうえで同理論に基づく流量計を試作すると同時に、カリブレーション

カーブの作成・指導を行っている。

d.灌漑機器と流量測定機器の現地適用

・ルーマニア製スプリンクラー２種（ASJ-1M、ARM-6）と外国製スプリンクラー１種

（ＲＯＬＬＡＮＤ社製）の計３種類について、実用規模での現場設置を行い、散水特性の

調査を実施している。結果として、ルーマニアで最も一般的なタイプであるASJ-1M は１

個当たり単価が６＄程度と最も安価ではあるが、同国で一般的な機器の配置と水圧にお

いて散水の均等性が低いことがわかっている。

また、ＲＯＬＬＡＮＤ社製は１個当たり 15＄程度とルーマニア製に比べると高価では

あるが、３社のなかで最も散水効率が高いことがわかっている。

今後は、これまでの調査結果を整理・検討し、経済的な側面も勘案した形で最も現地
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に適応した機器を検討していく予定である。

・供与した流量計を用いた精度試験の実施方法をＣ／Ｐに対して技術移転するとともに、

バイパス流を応用した流量測定方法の実用化のために自動排気方法の開発（自動エアバル

ブとゴムチューブ用のコックの２種類を試作）と左右の曲り管へ同一タイプの流量計を使

用する方法の開発を指導し、現地適用に係る技術移転を実施した。また、これについて

は、専門家がサマリーレポートとして取りまとめており、さらには、ＲＡＩＦ支所の技

術者やアソシエーションなどのファーマーにも広く技術移転できるように、これに係る

ビデオも作成している。

今後は、耐久性と経済性の側面からの検討を実施し、現地に最も適するタイプの流量

測定方法を開発していくこととしている。

3） 圃場灌漑研修の改善

a.マニュアル及び研修計画の作成

・バイパス流を応用した流量計の現地適用に係るサマリーレポート及びビデオを作成している。

今後は、現地に適用する圃場灌漑手法に係るマニュアルを作成するとともに、技術移転

を行うための研修計画を策定する予定である。

b.研修の実施

・バイパス流を応用した流量計の現地適用に係るワークショップをＲＡＩＦ支所の技術者

やアソシエーションなどのファーマーを対象に実施している。

今後は、現地に適用する圃場灌漑手法に係るワークショップも実施していく予定である。

（3）中間評価結果（今後の課題と提言）

1） これまで実施してきた活動内容の評価

・活動は若干の遅れはあるものの、ＴＳＩ上はおおむねスケジュールどおりである。

しかし、活動の遅れ分をフォローしつつ本プロジェクトの目的を達成するためには、協

力残期間を考慮すると、これまでに移転した技術をルーマニア側に確実に維持させてい

くとことがますます重要となってくる。（あるいはそれが限界かもしれない）。

・圃場容水量試験、土壌水分調査、計器蒸発散量調査、土壌水分収支調査などの実施方法

及びコンピュータープログラム（ルーマニア語版）の適用に係る技術が、これまでの活動

状況から判断して、ルーマニア側Ｃ／Ｐに対して移転されたことは、成果として評価で

きる。

・バイパス流を応用した流量測定方法の適用性が証明され、これの現地適用に係るワーク

ショップをＲＡＩＦ支所の技術者やアソシエーションなどのファーマーを対象に実施し

たことは、実施部隊に対する技術移転（底上げ）という観点から十分に評価できる。
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2） 今後の課題と提言

・各種結果から得られる適性灌漑水量の現地適用を着実に行うとともに、現行の灌漑判定

方法の改善策を策定するためには、現場レベルにおける技術の開発・普及が大きなファ

クターであることを再確認したい。

・また、これと同時に、今回の中間評価でも明らかになったように、ＲＡＩＦが事業実施

上の観点からの技術協力を主体的に実施し、ＩＣＩＴＩＤは試験圃場レベルにおける検

証をするといった方向性が明確になったことから、両者のデマケーションは明らかにさ

れ、両者の積極的な行動の実施が期待できる状況となってきた。

このことから、今後は、本技術協力での成果が単なる技術の改良のみならず、持続可能

な程度の経済的な側面からの検討も加えた自立発展性の可能性の高い協力となるよう期

待されるものである。

（4）所感

本プロジェクトについては、訪問前はルーマニアの社会主義体制時代から悪弊である責任

体制の不明確さ、業務に対する積極性のなさなどの要因により、その進捗状況は大幅に遅れ、

最終目標を達成するには予定されている活動計画をかなりの範囲で絞り込む必要があるので

はないかと考えていた。

しかし、専門家やルーマニア側との協議や討論を踏まえて見ると、ここ半年ぐらいにおい

てかなりの改善が見られるようになってきたのではないかとの感触が得られた（例えば、会議

の場において、ルーマニアの部下が上司と対等に議論するなど、良い意味でこれまではあり

得ない状況が多々見られるようになってきたなど）。

そして、また、この態勢がずっと維持されるならば（ルーマニアはこの態勢を維持し続ける

し、改善の必要があれば改善すると強く表明・約束している）、本プロジェクトは成功に終わ

るのではないかと思料している。

＊　　　　　　　　　　＊　　　　　　　　　　＊

圃場灌漑分野の活動状況とその評価を、表－１に示す。

５－２　圃場水管理分野

本分野の協力は、加圧機場から末端圃場（給水栓）までの効率改善を目的とするものである。

（1）活動状況

1） 灌漑スケジューリングの改善

ＴＳＩの活動内容は、次のとおり。
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・ルーマニアにおける作物
用水量に関する指標の圃
場での評価の検証を行い
報告書にまとめた

・土壌水分や容器からの蒸
発散量を供与機材を用い
て測定した

・４タイプのスプリンク
ラーのテストを行い統一
的なデータを収集した

・バイパス付き曲管を用い
た水量測定を試験室及び
圃場で行った

・バイパス付き曲管につい
て概要書とビデオを研修
用に作成した

１．灌漑諸元の評価
（1）既存灌漑諸元の把握と検討

（2）計器蒸発量による現行の灌
漑測定方法の評価と改善

（3）土壌水分収支による灌漑判
定方法の検討と改善

（4）改善方法の現地適用

２．灌漑方法の設計と適用の改善
（1）既存灌漑システムに整合す
る灌漑機器の検討と水利特性
の把握

（2）末端灌漑施設の設計方法の
確立

（3）末端灌漑システムに整合す
る流量測定方法の検討とその
適用性の検討

（4）灌漑機器と流量測定機器の
現地適用

３．圃場灌漑研修の改善
（1）マニュアル及び研修計画作
成

（2）研修の実施

表－１　圃場灌漑分野の活動状況と評価

ＴＳＩによる活動内容 1 2 3 4 5 これまでの活動 評価 今後の活動 達成すべき課題

・圃場における土壌水分特
性試験の方法とそのコン
ピューターの適用技術が
確立された

・バイパス付き曲管の有効
性が確認されるととも
に、現場技術者とアソシ
エーションの農家への研
修が実施された

・活動は計画どおりである

・作物用水量についての指
標の圃場レベルでの評価
について、集めたデータ
を解析するとともに、必
要な測定を継続する

・スプリンクラーについて
収集したデータを解析し
コンピューターへの適用
を検討する

・バイパス付き曲管の耐久
性と経済性の根拠を評価
する

・テンシオメーターとコン
ピューターを用いた作物
用水量の適正な決定方法
が確立される

・アソシエーションの農家
にとって実用的で経済的
なスプリンクラー灌漑の
方法が確立される

・ＲＡＩＦの現場技術者や
アソシエーションの農家
への研修を通じて新たな
技術や器具の知識が普及
される
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a .灌漑実施状況の把握

b.灌漑スケジューリング手法の把握

c .灌漑スケジューリング手法の改善方法の検討

d.改善方法の現地適用

これまでの活動としては、まず a.のシステム全体の灌漑実施状況及び各農家・農場の灌

漑実施状況の実態調査を行った。その結果、社会主義体制崩壊後、農地を個人へ分割・返

還したことに伴い、農地の小規模・点在化が進んだが、旧体制下に大規模・画一的栽培を

前提に建設された現況システムは、このような状況に適合できないこと及び灌漑について

資金力、技術力を持たない未組織農民が多数出現したことにより、施設はわずかしか使用

されていないことがわかった。この結果、灌漑が行われていた地区の現況をみれば、当初

の灌漑スケジューリングに従う必要はなく、したがって、新しい灌漑方法を導入できる余

地があることが明らかとなった。

そこで、この項目については b.及び c.の活動内容として、新しい方法の選定・開発を行

うことに活動内容を絞り込むこととし、営農の集団化を前提として、灌漑機器の検討・選

定を行い、現況施設への適合性・作業性・経済性からリールホース自走式の導入を行った。

2） 水管理方法の改善

ＴＳＩの活動内容は、次のとおり。

a.灌漑施設の水管理状況把握

b.灌漑施設の操作管理手法の検討

c .水管理方法の現地適用

まず、a.の管路系の維持管理状況の実態調査を行った。その結果、加圧機場から末端圃

場までの漏水状況が調査され、最大 67％の漏水量が確認された。

・漏水は、埋設管のジョイントや給水栓並びに吸水管の亀裂箇所、フランジなどのあらゆ

る箇所から発生している。

・埋設管の保護対策（空気弁、仕切弁など）がないためエアハンマーなどによる事故が避けられ

ない。

・いったん事故が起こると、途中に仕切弁がないので、その加圧機場がかりの全受益の灌

漑ができなくなってしまう。

以上が明らかになり、施設自体に問題があることがわかった。

しかし、現在の灌漑システムについても、今後引き続き使用しなければならないこと

から、この項目については b.及び c.の活動内容として、現況施設の漏水対策、維持補修

方法などの検討を行うこととした。
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3） 水管理技術研修の改善

ＴＳＩの活動内容は、次のとおり。

a.マニュアル及び研修計画作成

b.研修の実施

上記1）及び2）の調査活動を通じて、Ｃ／Ｐが調査手法を習得することができた。このた

め、調査手法のマニュアルを作成すべく、活動結果・記録の集積・整理を行っている。

（2）軌道修正の必要性及び今後の活動計画

この分野では、これまで各活動項目ごとに活動内容を明確化させてきた。この内容につい

ては、実態調査をＣ／Ｐとともにデモンストレーション圃場で実施し、灌漑実施状況や施設

の現状を認識したうえ、議論して決定されたものであるので、実現可能な内容であり、軌道

修正の必要はないと考えられる。

また、活動については、ＲＡＩＦが主体で行うものとする。ＩＣＩＴＩＤの役割、灌漑機

器の性能に関する調査、試験及び活用のための技術の確立のみに限定するものとする。

1） 灌漑スケジューリングの改善

これまで、営農集団に適した灌漑手法の一つとして、リールホース自走式の導入を行っ

てきた。今後は、その経済性とスケジューリング手法の検討を行い、営農集団（アソシエー

ションなど）に適合した灌漑スケジューリング手法の開発を行う。

a.及び b.（灌漑実施状況及び灌漑スケジューリング手法の把握）については、調査結果の

取りまとめを行う。c.（灌漑スケジューリング手法の改善）については、引き続きリール

ホース自走式の導入及び比較の検討並びに灌漑スケジューリングの開発を行う。また、d.

（その改善方法の現地適用）については、次のとおり。

・灌漑機器の移動性、操作性、散水性能を確認し、適切な灌漑サイクルを設定し灌漑スケ

ジューリングのテストを実施する。

・新たな方法を展示して農家に灌漑する動機を持たせる。

・灌漑機器の投資効果を確認・検討し、灌漑機器を普及させるための検討を行う。

2） 水管理方法の改善

当面は、現況施設も使用していかざるを得ないと考えられるので、現況施設の信頼性、安

定性を高めるための改善方法及び維持管理方法を検討・確立する。

a.（灌漑施設の水管理状況把握）については、調査結果の取りまとめを行う。

b.（操作管理手法の検討）については、以下を行う。
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・管路系の漏水防止対策の検討。

・管路系のエアハンマーなどに対する保護対策の検討。

・管路系の実用的な維持補修方法及び事故防止対策の検討。

・需要主導型に向けた加圧機場の検討。

・圃場内管理用道路の検討。

さらに、c.（現地適用）については、前記b.（操作管理手法の検討）をデモンストレーショ

ン圃場で実施・展示することにより、その効果を提示・実証する。

3） 水管理技術研修の改善

a.（マニュアル及び研修計画作成）については、次のとおり。

・調査手法マニュアルを作成する。

・灌漑スケジューリング手法及び施設の維持管理マニュアルを作成する。

b.（研修の実施）については、次のとおり。

・活動を通してＣ／Ｐに技術移転を図る。

・ＲＡＩＦ及びＩＣＩＴＩＤの技術者や営農集団のキーファーマーに研修を実施する。

（3）留意事項等

1） 本分野の目標の一つとして、アソシエーションなどの営農集団を対象とした新たな灌漑

手法を検討・確立し、デモンストレーション圃場でその効果を展示・実証することにより、

農家へ普及させるための検討を行うことがある。そのためには、投資効果の確認と実証が

重要な要素となるので、特に留意すべきであると考える。

2） 農家へ灌漑を普及するための検討については、プロジェクト終了後その効果が発生し継

続していくかどうかの鍵になると考えられる。農家へ灌漑を普及させることは、ＲＡＩＦ

の重要な役割であり、活動のなかで習得する調査手法や問題のとらえ方などの基本的な技

術とともに、改善・導入された新技術を実践・応用させる必要がある。このことを十分認

識させたうえ、活動にあたることが求められる。

3) 今後の活動をスムーズに進めるためにも、必要に応じて短期専門家の派遣、機材の供与

及びＣ／Ｐなどの研修の実施に十分配慮する必要がある。

＊　　　　　　　　　　＊　　　　　　　　　　＊

圃場水管理分野の活動状況と、その評価を表－２に示す。
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１．灌漑スケジューリングの改善
（1）灌漑実施状況の把握

（2）灌漑スケジューリング方法
の把握

（3）灌漑スケジューリング手法
の改善方法の検討

（4）改善方法の現地適用

２．水管理方法の改善
（1）灌漑施設の水管理手法の把
握

（2）灌漑施設の操作管理手法の
検討

（3）水管理方法の現地適用

３．水管理技術研修の改善
（1）マニュアル及び研修計画作
成

（2）研修の実施

・リールホース式の灌漑機
器についてのデモンスト
レーション圃場における
経済性及び適用性につい
て分析を行う

・漏水減少対策を確立しデ
モンストレーション圃場
で適用する

・安全で効率的な新たな操
作方法を確立し、デモン
ストレーション圃場で適
用する

・灌漑スケジュールと灌漑
の実態を調査した

・パイプネットワークの現
況及びその管理状況を調
査した

・リールホース式灌漑機器
をデモンストレーション
圃場に導入した

・アソシエーションや農家
グループに適するリール
ホース式の灌漑機器を用
いて改善した灌漑スケ
ジューリングを確立する

・パイプネットワークから
の漏水の減少方法を経済
的な観点から開発する

・ＲＡＩＦの現場技術者や
アソシエーションの農家
への研修を通じて新たな
技術や器具の知識が普及
する

ＴＳＩによる活動内容 1 2 3 4 5 これまでの活動 評価 今後の活動 達成すべき課題

表－２　圃場水管理分野の活動状況と評価

・現在の灌漑システムは従
来の方法によらず、需要
に応じた灌漑をおこなっ
ていることが明らかに
なった

・パイプネットワークから
の漏水量が測定された

・漏水の原因はパイプの継
ぎ目や給水栓の破損及び
水理的な事故による

・活動は計画どおりである

・活動は計画どおりである
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５－３　配水施設分野

揚水機場から、再揚水機場、開水路を経て加圧機場までの効率改善を行うもので、項目として

は次のとおりである。

（1）活動状況

1） 水搬送施設の改善

a.開水路における漏水対策

現状の開水路は台形断面の水路で約 60％はコンクリートスラブでライニングされ、残

りは土水路である。開水路からの漏水はライニングの目地からの漏水が大きく、その漏

水量の実態測定と対策工法については、経済性を考慮して現地で試験施工を行い、漏水

量の抑制のための漏水抑制工法を提案する。

・具体的内容は、開水路における漏水量の実態測定及び漏水抑制工法の提案である。

・活動項目

ア）開水路の漏水・損失状況

イ）漏水防止対策の検討と改善方法の現地適用

b.水位調節施設と揚水機場設備の水搬送効率の改善

水位調節施設と揚水機場設備の作動性能や稼働状況について現地把握を行い、電気周

波数可変器の導入による自動運転システムで経済的かつ効率的な運転の検証を行う。

・具体的内容は、運転効率の測定方法及び効率的な運転手法の確立及び自動化システムの

改善策の構築である。

・活動項目

ア）水位調整施設と揚水機場設備の実態調査

イ）水位調整施設と揚水機場設備の水搬送効率のための改善策の検討と現地適用

2） 技術情報システムの改善

情報が迅速かつ正確に伝わらないことも多いために、効率的な配水運用が困難となって

いる。現況の監視及び操作システムの実態を把握するとともに、モニタリングシステムの

試行的適用により、その有効性の検証を行うとともに、経済的で効率的な情報伝達及び操

作手法を確立する。

・具体的内容は、経済的かつ効率的な灌漑をするための情報伝達システム及び操作手法の

確立である。

・活動項目

ア）開水路の水位制御やポンプ運転制御の実態調査
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イ）配水施設の監視・制御システムの検討

ウ）監視・制御システムの現地適用

3） 配水技術研修の改善

改良した施設の操作方法と維持管理方法のマニュアルの作成及びポンプ効率を計測する

ためのマニュアルを作成し、オペレーター技術者を対象として研修を実施する。

・具体的内容は、オペレーター技術者への研修の実施である。

・活動項目

ア）マニュアル及び研修計画作成

イ）研修の実施

（2）留意事項

配水施設分野は基幹的水利施設である揚水機場、再揚水機場、開水路及び加圧機場を対

象に、その配水効率などの改善を目的としている。プロジェクトを進めるにあたって、必

要に応じ土木、電気、機械、システム設備の短期専門家の派遣を配慮する必要がある。

＊　　　　　　　　　　＊　　　　　　　　　　＊

配水施設分野の活動状況と評価を、表－３に示す。
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１．水搬送施設の改善
（1）開水路の漏水・損失状況の
把握

（2）漏水防止対策の検討と改善
方法の現地適用

（3）水位調整施設と揚水機場施
設の実態調査

（4）水位調整施設と揚水機場施
設の自動化の設計と既存の水
路への適用

２．技術情報システムの改善
（1）開水路の水位制御やポン
プ運転制御の現況調査

（2）配水施設の監視・制御シス
テムの検討

（3）監視・制御システムの現地
適用

３．配水技術研修の改善
（1）マニュアル及び研修計画
作成

（2）研修の実施

・既存の灌漑システムの効
率と損失水量を調査する
とともに、水路からの水
量損失に対する適切な対
策を検討する

・適切な自動化システムを
策定する

・改善されたシステムの効
率的な灌漑と安全な操作
のための適切な管理操作
について検討する

・灌漑システムにおける自
動化・監視・操作の改善
されたシステムや方法に
ついて、灌漑効率や安全
な操作の観点から評価を
行う

ＴＳＩによる活動内容 1 2 3 4 5 これまでの活動 評価 今後の活動 達成すべき課題

表－３　配水施設分野の活動状況と評価

はスケジュールを延長した期間

・効率的な灌漑と安全な操
作のための既存の漏水機
場の改善策が作成された

・水搬送施設と監視システ
ムの現状に関する調査検
討のための活動に関して
スケジュールを延長する

・既存の灌漑システムを調
査し、その関係資料や設
計図を入手した

・揚水機場の自動化・監視・
制御についての適切なシ
ステムを灌漑の効率性や
操作の安全性を考慮して
計画した

・その計画に従って揚水機
場のいくつかの部品を交
換した

・費用対効果分析に基づい
た実際的な水路のライニ
ング方法を提案する

・エネルギー効率と安全な
灌漑システムの操作レベ
ルを、導入した自動化・監
視システムにおいて提供
する

・ＲＡＩＦの現場技術者や
オペレーターに対する研
修を通じて新たな技術や
知識が普及する
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６．実施体制等

６－１　プロジェクトの位置づけについて（補足）

（1）1991年の土地法の施行の結果進められた土地所有の私有地化及び小規模化（私有農地の上

限 10ha）の結果、それまでの少数の経営体が限られた作物を大面積で栽培することを前提に

していた各種農業支援サービスが適切に機能せず、資金、装備、技術力の乏しい零細農家を

多数作り出すこととなり、農業生産上大きな影響を及ぼした。

その後、1994年以降、政府の農業支援策及び好天候に恵まれたため、ほぼ国家的自給のレ

ベルを達成したが、1997年には農産物価格の自由化や補助金の削減などこれまで以上に競争

的な環境にさらされつつあり、農業機械利用、灌漑排水、種子・肥料・農薬などの生産資材

の供給、販売・流通、技術・経営相談など、農業支援サービス体制の改善による農業生産体

制の強化が一層急がれる状況にある。

（2）一方、現段階での灌漑農業分野の総合的な国家計画と見なされる「灌漑排水 10 か年計画

（1995年）」については、財源確保が困難であることから、依然として具体化する見通しは立っ

ていない。

世銀は、Agriculture Sector Adjustment Loan（ＡＳＡＬ）により、民営化、農地の流動化、農

業融資などの面での支援を行っているが、灌漑施設に関する資金協力の見通しについては、

その必要性は認識するものの農家の組織化がなされていない現段階では融資はできないとの

見解を示している（世銀のルーマニア駐在員からの聞き取り）。

政府は、土地法の改正（1998年）により 200haまでの土地の売買を可能とし、かつ個人所有

面積の50haまで拡大するとともに、今後はより大規模の土地所有形態や農家の組織化が促進

されるような政策を検討中である（農業食糧省次官の発言）。

（3）本プロジェクトは、上記のような市場経済化の変革期にあるルーマニア農業のなかで、「灌

漑事業の調査研究、実施、運営及び管理にかかわる効率の改善とこれらにかかわる研修を行

うこと」を目的としているが、プロジェクトで開発・導入される技術については、将来の事業

化のために必要となる経済性（投資効果）の観点からの成果を重視するとともに、圃場レベル

での各種灌漑施設利用の改善については、将来の農家組織による営農形態を想定した経済性

の検討の視点を重視することが重要である。

したがって、ミニッツでは、各分野の残期間での活動について、これら経済性の視点を取

り入れた具体的成果目標の設定、各分野の活動におけるプロジェクトサイトの民間営農組織

（アソシエーション）の位置づけ、及び研修の対象者（土地改良公社の地方技術者、施設のオ
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ペレーター、アソシエーション農家）を記載し、先方と確認した。

また、ミニッツで、ルーマニア側はプロジェクトで導入した機材や展示したモデル灌漑シ

ステムを効果的に活用し、土地改良公社（ＲＡＩＦ）の地方技術者やアソシエーション農家へ

の普及を図る必要がある旨記載した。

６－２　実施体制

（1）カウンターパート（Ｃ／Ｐ）の配置について

ミニッツのANNEX ５に示されるとおり、過去２年半の間にプロジェクト責任者がＲＡＩＦ

及び農業工学研究所（ＩＣＩＴＩＤ）ともに２人ずつ交替した。また、ＲＡＩＦのコーディ

ネーターは 1998 年２月まで不在であった。

これらルーマニア側上層部の頻繁な交代及び不在は円滑な事業の実施にマイナスになって

きたが、プロジェクトダイレクター及びマネージャーは1996 年末以降は定着しており、また、

1998 年２月以降はＲＡＩＦ及びＩＣＩＴＩＤともにコーディネーターが配置されている。

特に、ＲＡＩＦのコーディネーターのCondruz 氏は、農業食糧省次官経験者で実力者である

こと、また、今回の調査においてもすべての合同協議に出席し議事の円滑化に努力するなど、

今後のプロジェクト活動においても調整能力が期待できる。

専門家のＣ／Ｐについては、これまで英語力の問題及びやる気の問題などが指摘されてき

たが、最近になってＩＣＩＴＩＤの若手技師が配置されたことで、一部改善が見られた。

合同協議では、調査団から、ルーマニア側はさらに適切なＣ／Ｐを配置するべき旨をミ

ニッツに記載したいと申し入れたのに対し、先方は日本側の要望にそって既に適任者を配置

しており現体制が最良であるとの見解を示し、ミニッツに記載することに強く反発した。

結果的には、Ｃ／Ｐの配置については、今回のミニッツに基づき双方に誤解のないよう、引

き続きリーダーとよく相談していきたいとの見解が口頭で示されたことで、ミニッツには記

載しないこととした。

（2）実施機関の関係等

ミニッツのANNEX ６ .に示したように、ＲＡＩＦ及びＩＣＩＴＩＤの活動の分担について確

認した。

ＩＣＩＴＩＤからは、プロジェクトにおける研修の対象としてＩＣＩＴＩＤの内部スタッ

フも含めたいとの主張があったが、本プロジェクトの内容にそぐわないとして却下した。

ＩＣＩＴＩＤの実施体制は、機材や圃場の維持管理の状況からみても脆弱と判断せざるを

得ず、プロジェクトの活動はジュルジュ灌漑地区のデモンストレーション圃場での現場実証
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活動に集中するべきであると判断し、ＩＣＩＴＩＤ独自の活動課題は極力絞り込んだ。

６－３　ＲＡＩＦの改編について

ＲＡＩＦの土地改良国営会社化については、政府が法案をまとめ、今後国会審議にかけられる

予定であるが、ルーマニア側はプロジェクトの実施上なんら影響はないと発言している。ＲＡＩＦ

の改編については、引き続き情報を収集する必要がある。

これについて農業食糧省次官は、次のように発言した。

政府の方針は全セクターで公社をすべて国営会社化し、可能なものは完全民営化することであ

る。農業食糧省関係で過去に存在した７つの公社のうち、ＲＡＩＦ以外はすでに会社化している。

しかし、ＲＡＩＦは政府のコントロールが必要な農地に関する業務を担当していることから、会

社化が一番遅れた。灌漑施設については経済的に土地所有者が施設を保有することは不可能であ

り、ＲＡＩＦが国営会社となっても、完全民営化はほかの公社ほど早くは行えない。

国営会社と土地所有者の関係は水利組合を通じて行うことになるだろう。

国営会社化したＲＡＩＦは農業食糧省の監督下におかれるので、プロジェクト実施上の問題は

ない。

６－４　世銀担当者との意見交換

（1）世銀のルーマニア駐在員（ルーマニア人、元ＲＡＩＦ技師）を訪問し、世銀の事業及び灌漑

事業関係について意見交換した。聞き取り結果は以下のとおりである。

水利組合育成の技術協力（無償）をオランダの無償資金で 1998年から実施する。

76％が個人経営農家で 24％がアソシエーションである。さらにアソシエーションのうち 14

％が合法的アソシエーションであり残りの 10％は非合法である。これら個人経営農家と非合

法のアソシエーション（計86％）は、小規模経営であり、また法的位置づけがなく灌漑の手段

をもたない。灌漑がなければ農業生産は自給レベルが限界であり、輸出可能な生産には達し

ない。）

灌漑への融資が必要であるにもかかわらず、農家の組織化がなされていないことがボトル

ネックとなっている。

したがって、そのための技術協力「Technical Assistance for Restructuring」を無償で実施する。

この技術協力の内容は次のとおりである。

・ 目的：小農家を対象に４～６か所のパイロット水利組合を育成すること。

・ 資金：オランダの無償資金。

・ 実施期間：1998年 10月に外国コンサルタントからプロポーザルの提出。
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1999年１月から 10か月間実施。

・実施者：外国コンサルタントとそれが雇用したローカルコンサルタント。

※ルーマニア政府側の実施機関の中心はＲＡＩＦであるが、ＲＡＩＦの地方技術者に直接

手当を払って業務（データ収集など）を行ってもらう。

（2）世銀のAgriculture Sector Adjustment Loan（ＡＳＡＬ）のなかで、水利組合育成などの灌漑事

業に対する融資はできないのかと質問したところ、ＡＳＡＬは民営化（Privatization）、土地流

動化（Land market）、Agricultural finance of subsidyなどのための資金提供であり、Specificな

Targetへの支出はできないとの回答であった。
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